
国の「総合特区制度」（国際戦略総合特区）について 

 

１ 制度の概要 

 ○ 国の「新成長戦略」に位置づけられ、国において制度を検討。本年６月 22 日、

「総合特別区域法案」が国会で可決・成立。 

 ○ 「総合特区」には、以下の２つの類型。 

  ① 成長分野を中心に、我が国の経済をけん引することが期待される産業の国際

競争力の強化を図る「国際戦略総合特区」 

  ② 地域資源を最大限活用した地域活性化の取組による地域力の向上を図る「地

域活性化総合特区」 

 ○ 認定された計画に対し、規制の特例措置及び税制・財政・金融上の支援措置等

を総合的な政策パッケージとして実施。 

 ○ 国際戦略総合特区の指定数は、全国で５箇所程度を目安。 

   地域活性化総合特区は、全国数十ヶ所。 

 

２ 制度に係る経過・今後のスケジュール 

 ・６月22日（水）  総合特別区域法案 可決・成立 

 ・８月１日（月）  総合特別区域法、施行令、施行規則の施行 

 ・８月15日（月）  総合特別区域基本方針の閣議決定 

 ・８月15日（月）～９月30日（金） 

           指定申請の募集（第１回） 

 ・11月中旬     総合特別区域評価・調査検討会による第１次評価の結果及び

ヒアリング対象指定申請の公表 

 ・12月上旬     総合特別区域推進ワーキンググループ及び総合特別区域推進

本部による指定・推進方針（案）のとりまとめ 

 ・年内       総合特区の指定（第１回） 

 

３ 地域協議会について 

 ○ 総合特区として指定されるためには、地域協議会が設置されていることが必要

条件となる。（「運営母体が明確であること」は総合特区の指定基準の一つ） 

 ○ 指定申請主体は、指定申請をしようとするときは、原則として、地域協議会に

おける協議を経る必要がある。（法第８条第５項） 



 ○ 指定申請には、協議会における意見及び協議の概要を指定申請書に添付しなけ

ればならない。（法第８条第６項） 

 ○ 地方公共団体は、地域協議会を組織したときは、遅滞なく、その旨を公表しな

ければならない。（法第 19 条第７項） 

 ○ 会議において協議が調った事項については、地域協議会の構成員は、その結果

を尊重しなければならない。（法第 19 条第 10 項） 

 

４ 総合特区に係る規制の特例措置等の提案制度について 

 ○ 地方公共団体が総合特区の指定申請をする際に、あらゆる分野の国の規制・制

度に関し、規制の特例措置等の提案をできることとされている。（法第 10 条） 

 ○ 具体的には、 

  ・規制の改革（過去に行われた規制改革の改善や活用促進のための措置を含む。） 

  ・国の権限・事務の地方公共団体への委譲・ワンストップ化 

  ・国の関係機関の業務の見直し 

  ・国の制度、事務手続の見直し（税制・財政・金融上の支援措置の改善、国の認

定手続の簡素化等） 

  等に関する提案を全て受け付けるとされている。 

 ○ 「有効な国の規制・制度改革の提案があること」は、総合特区の指定基準の一

つとされている。 

 ○ 地方公共団体から、総合特区の指定申請と併せて提出された提案については、

国が総合特区の指定を行った場合には、国と地方の協議会における協議の議題と

される。 
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